
【別紙１】

①総予算組替え対象経費の要求 （単位：百万円）

1,060 1,057 △ 3 -

（560,815） (514,610) (△46,205) (54,741)

※ 下段の（ ）書きは、「平成２３年度予算の概算要求組替え基準について（平成２２年７月２７日閣議決定）」において、概算要求・要望枠が内閣・内閣本府等で示されているため、内閣・内閣本府等総額を参考に記載している。

○要求に係る主な減要因

22’当初予算額 23’概算要求額 比較増△減額

30 26 △ 4

16 5 △ 11

35 32 △ 3

○要求に係る主な増要因

22’当初予算額 23’概算要求額 比較増△減額

80 88 8

中央合同庁舎4号館の維持管理等経費

設備整備経費

内閣法制局

事業名

①総予算組替え対象経
費に係る22’当初予算額

（内閣・内閣本府等）

事業名

内閣法制局共通経費

庁舎整備特別経費

平成23年度概算要求（一般会計）における予算の組替えについて

②総予算組替え対象
経費に係る23’概算要

求額

（参考）要望額
（元気な日本復活
特別枠「要望」）

③22’当初からの削減額
（＝②－①）

（単位：百万円）

備 考

人事・給与等情報システム導入に必要な経費を新規
に計上したため。

備 考

（単位：百万円）

防災用備蓄品（食料品を除く）について、22年度まで
に必要量を確保できるため、23年度は新たに購入す
ることを控える。

電話交換機等の設置費用について、22年度に調達
が終了したため23年度は計上しない。

光熱水料について、一般競争入札により契約単価
の低減が見込まれるため。

要求①



【別紙１】

（単位：百万円）

0 0 0 0

○要求に係る主な減要因

22’当初予算額 23’概算要求額 比較増△減額

○要求に係る主な増要因

22’当初予算額 23’概算要求額 比較増△減額

②年金・医療等に係る経費等の要求

①22’当初予算額 ④効率化額
（＝③－（①＋②））

備 考事業名

内閣法制局

（単位：百万円）

事業名

③年金・医療等に係る経
費等の概算要求額

②自然増

（単位：百万円）

備 考

②要求

該当なし
（内閣法制局）

該当なし
（内閣法制局）



【別紙１】

（単位：百万円）

0

○「要望」項目 （単位：百万円）

23’要望額 22’当初予算額 （参考）23’概算要求額事業名

要望額

③元気な日本復活特別枠「要望」

内閣法制局

備 考

「要望」

該当なし
（内閣法制局）



【別紙２】

○独立行政法人向け交付金等 （単位：百万円）

①22’当初予算額 ②23’概算要求額
対当初予算額増△減額

②ー①
（参考）

23’要望額

※「交付金等」は、全ての運営費交付金、出資金、貸付金、委託費、補助金等（補助金・施設整備費補助金・負担金・交付金・補給金）

○公益法人向け交付金等 （単位：百万円）

①22’当初予算額 ②23’概算要求額
対当初予算額増△減額

②－①
（参考）

23’要望額

※「公益法人」は、特例民法法人、新制度の公益法人、特例民法法人から一般法人に移行した法人で国が所管するもの。

※「交付金等」は、交付金、出資金、貸付金、委託費、補助金等（補助金・施設整備費補助金・負担金・補給金）、法人向け競争的研究資金

※交付先を公募等により決定するなどの理由で、交付先が未定の場合には、「主な交付予定先法人名」には、平成22年度、21年度に交付実績のある主な法人を記載。

○ ・・・・・・・・・・・・・・・・・
○ ・・・・・・・・・・・・・・・・・
○ ・・・・・・・・・・・・・・・・・
○ ・・・・・・・・・・・・・・・・・
○ ・・・・・・・・・・・・・・・・・

主な交付予定先法人名

合計

主な増減理由、見直し状況

平成23年度概算要求（一般会計＋特別会計）における独立行政法人・公益法人への交付金等の削減について

主な増減理由、見直し状況交付先法人名

該当なし
（内閣法制局）

該当なし
（内閣法制局）



【別紙３】

（単位：百万円）

庁費等 267 258 0 258 △ 9 △ 9

委託費 0 0 0 0 0 0

施設費 0 0 0 0 0 0

合計 267 258 0 258 △ 9 △ 9

○庁費等の主な削減項目 （単位：百万円）

（参考）

内閣法制局共通経費 30 △ 4 0

庁舎整備特別経費 16 △ 11 0

中央合同庁舎4号館の維持管理等経費 35 △ 3 0

平成23年度概算要求(一般会計＋特別会計)における庁費等・委託費・施設費の削減について

対当初予算額増△減額
②－①

項 目 ②23’概算要求額

対当初予算額増△減額

④－①②－①
②23’概算要求額

概算要求額＋要望額
④＝（②＋③）

①22’当初予算額 ③23’要望額

26

5

内閣法制局

32

①22’当初予算額
備 考

（左欄の見直し内容） 23’要望額

防災用備蓄品（食料品を除く）について、22年度までに必要量を
確保できるため、23年度は新たに購入することを控える。

電話交換機等の設置費用について、22年度に調達が終了したた
め23年度は計上しない。

光熱水料について、一般競争入札により契約単価の低減が見込まれ
るため。
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○委託費の主な削減項目 （単位：百万円）

（参考）

○施設費の主な削減項目 （単位：百万円）

（参考）
対当初予算額増△減額

②－①
項 目 ①22’当初予算額 ②23’概算要求額

備 考
（左欄の見直し内容） 23’要望額

対当初予算額増△減額
②－①

項 目 ①22’当初予算額 ②23’概算要求額
備 考

（左欄の見直し内容） 23’要望額

該当なし
（内閣法制局）

該当なし
（内閣法制局）


